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教育職員免許法施

行規則第２８条第１

項

教員養成機関の指定は大学の課程に

おける教員の養成数が不十分な場合

に限り、行うものとされています。

c

教員には、教科や児童生徒等に関す

る高い専門的知識や広く豊かな教養

などが求められることから、その養成

は大学において行うことを原則とし、

その例外的措置として、教員養成機

関としての指定による養成は、従前、

大学における教員の養成が不十分で

あった時代に設けていたものです。

平成１６年４月現在、幼稚園教諭を養

成する大学は、４年制大学が１１８、短

期大学（専攻科を含む）が２１７、大学

院が７５存在し、毎年、これらを卒業し

た約３万５千人弱が幼稚園教諭の普

通免許状を取得し、このうち約８千人

強が幼稚園教員として採用されてい

る状況である現在、本制度の存続の

必要性が存しなくなっていることから、

昭和５５年以降幼稚園教員養成機関と

しての指定は行わないこととするとと

もに（なお、他の教諭では、教員養成

機関による養成を順次廃止）、既存の

幼稚園教員養成機関については、大

学、短大への転換等を促進していると

ころです。

したがって、このような現状におい

て、さらに幼稚園教員養成機関を指定

することは困難であると考えていま

す。

z0800001 文部科学省 幼稚園教諭二種免許付与の緩和 5007 50070001 11 学校法人新潟福祉医療学園 1 幼稚園教諭二種免許付与の緩和

教育職員免許法施行規則第28条を削除

して、保育士養成指定施設専修学校専門

課程(2年以上）において、幼稚園教諭二

種免許養成機関の指定を認めてくださる

ようお願い致します。

幼児教育振興プログラム及び幼保一元化

構想による幼稚園教諭及び保育士人材

養成のニーズに応えるために、保育士養

成専修学校専門課程において幼稚園教

諭二種免許取得課程教育を行い、幼稚園

教諭免許取得者を増加させてこれからの

幼児教育及び保育福祉教育、さらには地

域社会全般に貢献します。

幼稚園教諭二種免許を取得する為には、

現行制度上、大学等において必要単位を

修得する以外の取得方法を採ることしか

ない。その他、教員養成機関の指定を受

けた専修学校専門課程で取得可能であ

るが、教育職員免許法施行規則第28条

の制約により昭和55年以降教員養成機

関として指定を受けた専修学校は存在し

ない。大学等においては、幼稚園教諭免

許と保育士資格が同時取得可能である

が、専修学校専門課程では、厚生労働省

所管の保育士養成しか認められていな

い。幼稚園と保育所の連携で幼児施設の

人材確保の必要性がありながら、教育機

関においては、そのニーズに応えてい

ないのが現状である。また、来年度幼稚

園教員資格認定試験が実施される予定

になっているが、現任保育士のみ対象

で、保育士養成施設在学生は対象となっ

ていない。カリキュラム上幼稚園教諭及

び保育士課程の差は少なく、また、保育

所在職経験者が幼稚園教員資格認定試

験受験可能であることも含め、幼稚園教

諭免許と保育士資格の差は職域に関し

ても狭まりつつある。よって、幼稚園教諭

養成課程を保育士養成指定専修学校専

門課程においても設置可能をお願い致し

ます。

「幼稚園教諭二種免許付

与の緩和」提案理由書

別添資料（1）教育職員

免許法第５条及び第５条

別表第１・教育職員免許

法施行規則第２章課程の

認定第１９条～第２３条

(2)教育職員免許法施行

規則第４章教員養成機関

の指定第２７条～第３３条

(3)平成１６年度私立短期

大学幼稚園教諭二種免

許課程認定学科一覧

(4)専修学校に関するこ

れまでの主な施策の経

緯　専修学校の専門課程

への進路指導について

（通知）　専修学校専門

課程修了者の大学編入

学等について学校教育

法第８２条の１０　(5)指定

保育士養成施設指定基

準　(6)幼稚園教諭免許

状・保育士資格取得に要

する最低単位数対比表

(7)幼児教育振興プログ

ラム　(8)釧路短大ニュー

ス　第１号2000.7.７　(9)

幼稚園教員資格認定試

験について（文部科学省

中央教育審議会初等中

等教育分科会幼児教育

部会第9回資料）　(10)

学校法人新潟福祉医療

補助金等に係る予

算の執行の適正化

に関する法律第22

条、同法施行令第

14条第１項、平成９

年11月20日文教施

第87号「公立学校

施設整備費補助金

等に係る財産処分

の承認等について

（通知）」、地域再生

プログラム支援措置

10801

国庫補助を受けて整備した学校施設

を補助目的に反して財産処分する際

には、原則として補助金相当額の国

庫納付が必要となるが、施設の有効

活用が図られるよう、国庫納付金を不

要とする取扱いも可能である。

d

国庫補助を受けて整備した学校施設

の校舎等の廃校施設を転用する場合

には、補助金適正化法第22条の規定

による大臣の承認を得る財産処分手

続きが必要ですが、この際、一般的

に、補助事業完了後10年を経過した

校舎等の廃校施設を、当該自治体の

公共用施設として無償で転用する場

合には、国庫納付金を不要とする取扱

いをしているところです。加えて、地域

再生プログラムの支援措置において、

ＮＰＯ法人などの民間事業者に使用さ

せる場合であっても、地域再生計画の

認定を受けることによって、国庫納付

金を要しないことは可能です。

z0800002 文部科学省
補助金で整備された公立学校の廃校

舎等の転用の弾力化
5021 50210001 11 油木町長 1

補助金で整備された公立学校の廃校

舎等の転用の弾力化

小学校統合（平成17年4月1日）に伴う廃

校舎の利活用を図るため、他の使用目的

とする必要が生じ、「補助金等に係る予算

の執行の適正化に関する法律」等18の

規定に係る補助金返還の免除

介護支援施設として利用

・グループホーム1ユニット（9人）

廃校を予定している町立安田小学校の校

舎を町内のＮＰＯ「高齢社会を活きる会」

に無償貸付する

補助金により建築した小学校の廃校後の

利活用が地域住民等から求められてい

る。

中でも福祉施設としてその設置の優先順

位が高い

１．公立文教施設費国庫

補助金の額の確定通知

書（写）

２．特定非営利活動法人

「高齢社会を活きる会」総

会資料

３．高齢者福祉に関する

要望書
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文化財保護法第６９

条の規定により指

定された史跡等の

保存管理の万全を

期すため、史跡等

の保存管理計画を

策定する事業に要

する経費について

補助を行う。

地域を定めて指定した史跡等の保存

管理計画策定の事業に対し補助を

行っている。ただし、指定地域のほと

んどが国又は地方公共団体の所有で

あるもの、環境整備事業が完了してい

るもの及び指定地域が墳墓、旧宅、単

木等面積として狭小なものに関する

事業は補助対象としていない。

c,f

急激に進展する開発事業等に対応し

て、史跡名勝天然記念物の保存管理

の適正化を図るとともに、現状変更の

許可権限等の都道府県教育委員会へ

の委任を促進するため、史跡等の管

理基準を策定する事業に要する経費

の一部を補助しています。ただし、ご

指摘のように指定地域のほとんどが

公有化してあるものについては補助

の対象としていませんが、これは、民

有地は公有地に比べ保存管理が適正

に行われにくい状況になりやすいた

め優先的に保存管理計画の策定を行

う必要性が高いことから設けているも

のですので、ご提案に対応することは

できません。

また、ご提案は、税財源措置の優遇を

求めるものであり、今回募集する要望

の趣旨に合致しないものと考えます。

z0800003 文部科学省
史跡等保存管理計画策定費国庫補助

における補助対象要件の緩和
5036 50360003 11 釜石市教育委員会 3

史跡等保存管理計画策定費国庫補助

における補助対象要件の緩和

指定地域のほとんどが国又は地方公共

団体の所有である場合も補助対象とする

こと。

史跡橋野高炉跡保存管理計画確定事業

日本現存最古の洋式高炉跡である橋野

高炉跡の適切な保存・活用を目指し、保

存管理計画を作成している。このことによ

り、市民に郷土の歴史への関心を促すと

ともに、文化財愛護思想の高揚を図ること

を目的としている。

現在、市内の有識者で組織される釜石市

橋野高炉跡史跡調査検討委員会を設置

し、保存管理計画の基本構想を作成する

ための協議を行っている。

国指定史跡橋野高炉跡を来訪者が当時

の状況を想起できるようにするためには

適切な保存管理計画に沿って整備を実

施していく必要がある。国指定から50年

が経過し、橋野高炉跡は公有地化がされ

たものの、近年の史跡に対する国・県の

考え方(保存から保存＋活用という方向

性)とには大きな隔たりが見られるのが現

状である。しかしながら、史跡等保存管理

計画策定費国庫補助要項においては公

有地化されている史跡は補助対象外と

なっており、市一般財源のみでの事業進

捗は難しい状況にある。このような状況を

解決するために本要望に至ったものであ

る。

文部科学省発注工

事請負等契約規則

（平成13年文部科

学省訓令第22号）

別記第二号　製造

請負契約基準

（権利義務の譲渡

等）

第四　請負者は、こ

の契約により生ずる

権利又は義務を第

三者に譲渡し、又は

承継させてはなら

ない。ただし、あら

かじめ、発注者の承

諾を得た場合は、こ

の限りでない。

物品、役務関係については、平成１４

年５月より売掛債権担保融資保証制

度を利用する場合に限り譲渡禁止特

約の部分解除を実施。

ｂ Ⅳ

ご要望事項に関して、物品、役務関係

については、平成１６年度中の実施を

目途に今後検討を進めることとしてい

ます。

z0800004 文部科学省
国・地方自治体向け金銭債権の証券

化に係る債権譲渡禁止特約の解除
5039 50390022 11 社団法人 リース事業協会 22

国・地方自治体向け金銭債権の証券

化に係る債権譲渡禁止特約の解除

経済産業省などの一部の国の機関にお

いては、債権譲渡禁止特約の解除が行

われているが、すべての国の機関及び地

方自治体においても速やかに債権譲渡

禁止特約を解除すること。

企業の資金調達の円滑化が図られる。
債権譲渡禁止特約が資産流動化の適格

要件の障害となっている。
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外国為替及び外国

貿易法第26条第1

項（外国投資家の

定義）、第27条（事

前届出）、第55条の

5（事後報告）

「外国投資家」の定義のうち、「非居住

者である個人」または「外国法令に基

づいて設立された法人その他の団体

又は、外国に主たる事務所を有する法

人その他の団体」により直接または間

接に保有される議決権の合計が50％

以上を占める会社については「外国

投資家」と規定され、対内直接投資等

の事前届出、又は事後報告が義務づ

けられている。

c -

（理由）

　ご指摘の点については、多数の外国

機関投資家が株式市場で株式を取得

した場合であっても、個々の投資家間

の関係がどのようなものであるかにつ

いて外形では判断できないことから、

適用除外とすることは不適当と考えま

す。また、仮に、個別に審査することと

した場合には、手続が煩雑となり、投

資家等の負担となってしまいます。

　対内直接投資については、国の安

全保障等に支障をきたすことになるお

それがある業種等限られた業種につ

いて事前届出制としているが、外国人

による企業支配を管理する観点から、

非居住者等の議決権比率の合計が

50％以上である場合を対象とすること

が適当と考えます。同様に、事後報告

についても、国際収支統計や事業所

管官庁において取引の実態を把握す

る観点から外国資本の流入の状況を

把握する必要があり、非居住者等の

議決権比率の合計が50％以上である

場合を対象とすることが適当と考えま

す。

z0800005 文部科学省
外為法に基づく「外国投資家」規制の

適用除外
5039 50390032 11 社団法人 リース事業協会 32

外為法に基づく「外国投資家」規制の

適用除外

「外国投資家」の定義のうち、「非居住者

である個人」または「外国法令に基づい

て設立された法人その他の団体または

外国に主たる事務所を有する法人その他

の団体」により直接または間接に保有さ

れる議決権の合計が50％以上を占める

法人に関し、株式公開企業で極めて多数

の外国機関投資家が株式市場で株式を

取得したことによって、その保有比率合

計が50％以上となってしまったような場

合には、実質的に外国人が事業を支配し

ている場合に当たらないもので、何らか

の適用除外を検討いただきたい。例え

ば、上場会社の場合、株主１名の議決権

比率が20％未満である場合などは、当該

法の規制の趣旨の範囲外であり、適用除

外とする措置等を検討いただきたい。

適正かつ自由な経済活動の実施

本来この規制は、外国人による日本企業

への経営支配を管理するのが目的であ

る。その法の趣旨に鑑みれば、実質的に

外国人が支配している場合に当たらない

ケースでこの規制を適用する必要性はな

いものと考えられる。

外国為替及び外国

貿易法第26条第1

項（外国投資家の

定義）、第27条（事

前届出）、第55条の

5（事後報告）

「外国投資家」の定義のうち、「非居住

者である個人」または「外国法令に基

づいて設立された法人その他の団体

又は、外国に主たる事務所を有する法

人その他の団体」により直接または間

接に保有される議決権の合計が50％

以上を占める会社については「外国

投資家」と規定され、対内直接投資等

の事前届出、又は事後報告が義務づ

けられている。

c -

（理由）

　ご指摘の点については、多数の外国

機関投資家が株式市場で株式を取得

した場合であっても、個々の投資家間

の関係がどのようなものであるかにつ

いて外形では判断できないことから、

適用除外とすることは不適当と考えま

す。また、仮に、個別に審査することと

した場合には、手続が煩雑となり、投

資家等の負担となってしまいます。

　対内直接投資については、国の安

全保障等に支障をきたすことになるお

それがある業種等限られた業種につ

いて事前届出制としているが、外国人

による企業支配を管理する観点から、

非居住者等の議決権比率の合計が

50％以上である場合を対象とすること

が適当と考えます。同様に、事後報告

についても、国際収支統計や事業所

管官庁において取引の実態を把握す

る観点から外国資本の流入の状況を

把握する必要があり、非居住者等の

議決権比率の合計が50％以上である

場合を対象とすることが適当と考えま

す。

z0800005 文部科学省
外為法に基づく「外国投資家」規制の

適用除外
5040 50400027 11 オリックス 27

外為法に基づく「外国投資家」規制の

適用除外

「外国投資家」の定義のうち、「非居住者

である個人」または「外国法令に基づい

て設立された法人その他の団体または

外国に主たる事務所を有する法人その他

の団体」により直接または間接に保有さ

れる議決権の合計が50％以上を占める

法人に関し、株式公開企業で極めて多数

の外国機関投資家が株式市場で株式を

取得したことによって、その保有比率合

計が50％以上となってしまったような場

合には、何らかの適用除外を検討いただ

きたい。例えば、上場会社の場合、株主１

名の議決権比率が20％未満である場合

などは、当該法の規制の趣旨の範囲外で

あり、適用除外とする措置等を検討いた

だきたい。

適正かつ自由な経済活動の実施

株式公開企業で極めて多数の外国機関

投資家が株式市場で株式を取得したこと

によって、その保有比率合計が50％以上

となってしまったような場合に、外国為替

及び外国貿易法第27条の事前届出およ

び第55条の5の事後報告を義務付けるの

は過剰ではないかと思われる。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

放射性同位元素等

による放射線障害

の防止に関する法

律第４条

放射性同位元素を業として販売し、又

は賃貸しようとする者は、文部科学大

臣の許可を受けなければならない。

ｄ

販売業・賃貸業について届出制に緩

和されたことを踏まえての詳細な規制

については、現在政省令の整備の中

で検討しているところです。

また、販売業・賃貸業においては、放

射線発生装置の使用によって生じる

放射化物等の放射性同位元素を直接

扱わない場合は、使用の許可は必要

ありません。

z0800006 文部科学省 放射線障害防止法について 5039 50390039 11 社団法人 リース事業協会 39 放射線障害防止法について

届出制に緩和されたことを踏まえ、ファイ

ナンス・リース取引の実態に則して、届

出制下においても過重な規制が課され

ないことを要望する。また、放射線発生装

置の取扱いについて、「使用の許可」を

取得するよう指導されているが、「販売

業」・「賃貸業」が届出制とされたことを踏

まえ、あらためて、その取扱いについて

検討を行うこと。

高額な放射線発生装置の導入が円滑に

行われる。
要望内容と同じ

スポーツ振興くじのコンビニエンススト

アにおける販売条件については、法

令上の規制はありません。しかし、コン

ビニエンスストアにおいては、青少年

の健全育成の観点から、関係団体か

らの反対意見を踏まえ、本人口座での

当せん金の自動振り込み等が可能な

会員に限定して販売しております。

ｂ

今回の要望事項については、関係団

体の反対が予想されますが、今後、よ

り具体的な要請等があった時点で検

討する予定です。

z0800007 文部科学省
・「スポーツ振興くじ」の販売条件緩和

について
5041 50410016 11

（社）日本フランチャイズチェー

ン協会
16

・「スポーツ振興くじ」の販売条件緩和

について

・コンビニエンスストアにおける｢スポーツ

振興くじ｣の販売条件緩和

スポーツ振興投票関係法令・スポーツ振

興投票の実施等に関する法律　第三章ス

ポーツ振興投票の実施　第十八条（業務

の委託等）

上記法令に基づき、売りさばき等の専門

業務の受託会社｢日本スポーツ振興くじ

株式会社｣が書面で提示している、コンビ

ニエンスストアでの販売店契約条件の緩

和を要望する。

・スポーツ振興くじのコンビニエンスストア

における販売可能対象が狭い。今回コン

ビニエンスストアに対して提示された販売

対象者は｢特別会員｣｢デビッド会員｣に限

定されており、それ以外では各コンビニエ

ンスストア既成のハウスカード会員とな

る。販売対象範囲は、昨年度購入実績全

体の約8％程度となり、購入方法の９０％

以上をしめている現金購入者が殆ど対象

外となっている。

※2002年11月末現在特別会員1.8万人

デビット会員4万人〈スポーツ振興㈱資

料〉

・スポーツ振興くじに関するユーザーの

意識調査（日本体育・学校健康センター

H15.3実施）

不満項目の1位：コンビニエンスストアで

購入できない(43.5%)

購入希望の場所の1位：コンビニエンスス

トア(78.9%)

・ユーザーの期待はコンビニエンスストア

で手軽に購入できることにあり、会員限

定や決済方法を指定する事は振興くじ自

体の市場拡大には繋がらないと考えられ

る。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

放射性同位元素等

による放射線障害

の防止に関する法

律第１０条第２項、同

法施行令第７条、同

法施行規則第５条

密封線源等の使用の許可を受けた許

可使用者は、その種類及び数量等を

変更しようとするときは、文部科学大

臣の許可を受けなければならない。

①ｃ、②

ｄ

①密封線源の使用の変更のうち変更

「許可」が必要な重大な事項の変更

の審査について、現在申請をいただく

こととしている書類は、放射線障害を

防止し、公共の安全を確保する上で必

要なものであり、これを簡略化するこ

とは困難と考えています。

②許可が下りるまでの期間につきまし

ては、申請書のご提出から許可までの

標準処理期間を、これまでは関係省庁

への協議日数も含めて３ヶ月と想定し

ていましたが、先の通常国会におい

て成立した「放射性同位元素等による

放射線障害の防止に関する法律の一

部を改正する法律（平成１６年法律第６

９号）」により、関係省庁への協議が不

要とされましたので、これにより約１ヶ

月程度の期間の短縮が見込まれま

す。

z0800008 文部科学省
放射線（密封線源）許可使用に係わる

変更許可申請手続きの簡素化
5043 50430004 11 日本製紙連合会 4

放射線（密封線源）許可使用に係わる

変更許可申請手続きの簡素化

密封線源の変更許可申請の手続きに関

して、①申請書に添付する書類の数、②

許可が下りるまでの期間の短縮等、簡略

化を要望する。

①年２回、サーベイメーターを用いて放射

線施設、管理区域境界、営業所境界にお

ける放射線の量の測定を行っているが、

各場所の放射線量はバックグラウンド値

とほぼ同じである。②外部被ばくの線量

は、フィルムバッチを用いて１ヶ月周期で

測定を行っている。結果は殆ど最小検出

限界未満である。③過去の健康診断で放

射線が原因で異常とみなされた人はい

ない。

私的録音補償金の著作権者に対する

分配については、（社）私的録音補償

金管理協会（SARAH）の規則に基づ

き、（社）日本音楽著作権協会

（JASRAC）を通じて分配されている。

e

ご提案のあった私的録音補償金の著

作権者に対する分配については、

（社）私的録音補償金管理協会

（SARAH）の規則に基づき、（社）日本

音楽著作権協会（JASRAC）を通じて

分配されているものであり、国が規制

を設けているものではありませんの

で、貴社とSARAHで、よく相談してい

ただきたいと思います。

　なお、SARAHからの話によれば、

JASRACへの非委託者であっても、

JASRACへ補償金の分配請求を行うこ

とにより、JASRACへの委託者と同様

に分配金額が算定されることとされて

いますので、権利者であれば平等に

分配を受けることができる制度になっ

ています。

z0800009 文部科学省 私的録音録画補償金の分配について 5046 50460001 11 （株）イーライセンス 1 私的録音録画補償金の分配について

複数の民間事業者が著作権管理を実施

している現在、著作権等管理事業者のう

ちの１者であるJASRACのみが私的録音

補償金の分配を受けうるという現行の制

度（著作権等管理事業法制定以前に設

けられたものである）では、JASRAC以外

の他の著作権等管理事業者に権利管理

を委託する権利者に対する差別的取扱ゆ

えに、JASRAC以外の著作権等管理事業

者に管理を委託する著作権者等との関係

において公平公正な分配が行われてい

るとはいえない。

現行制度のように、私的録音補償金がす

べてJASRACにのみ分配される制度を維

持するとしても、JASRACから、JASRAC以

外の著作権等管理事業者に管理を委託

している著作権者にも公平に分配される

ようにすべく、他の著作権等管理業者等

への公正な再分配ルールの整備等が必

要である。

弊社著作権委託契約者宛、私的録音保

証金の分配。

（別紙参照）

私的録音補償金は、私的録音に係る著作

物に関し、著作権法第２１条に規定する権

利を有する権利者に分配されるべきであ

る。

他の著作権等管理事業者への直接分配

が実現するまでの間、JASRACを通じた私

的録音補償金の分配を継続するとして

も、現行のJASRACを通じた分配では、分

配対象となる私的録音補償金のうち、

JASRACへの委託者等に９９％が分配さ

れ、非委託者に対しては１％しか分配さ

れないこととなっており（JASRAC私的録

音補償金分配規程第８条）、他の著作権

等管理事業者に権利管理を委託している

者は、ここにいう「非委託者」と解釈され

るため、私的録音補償金の分配につき、

JASRACに権利の管理を委託している者

よりも著しく不利益を被るおそれがある。

（別紙参照）

上記主旨申入に対する回答があまりに

も、著作権者への公正さを欠いている。

（別紙回答書参照）

（参考資料）

SARAH申入書及び回答

書

JASRAC申入書及び回答

書
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

d

 ご提案の趣旨については、 小学校

学習指導要領において「希望や目標

をもって生きる態度の育成」との記述

が、中学校学習指導要領において

「生徒が自らの生き方を主体的に進路

を選択することができるよう、学校の教

育活動全体を通じ、計画的、組織的な

進路指導を行うこと」との記述が、高

等学校学習指導要領において「生徒

が自己の在り方や生き方を考え、主体

的に進路を選択することができるよう、

学校の教育活動全体を通じ、計画的、

組織的な進路指導を行うこと」との記

述がそれぞれなされており、これに基

づき、各学校の判断により取り組まれ

ているところです。

   さらに、文部科学省においても、勤

労観、職業観を育てるキャリア教育を

推進することとしており、各種施策を

実施しているところです。

z0800010 文部科学省 若年者の就労教育 5054 50540002 11 東京商工会議所 2 若年者の就労教育

在学中からライフプラン（生涯設計・生き

方）やキャリアプランの描き方を教育する

システムの導入

中小企業においては基幹的な戦力とな

り得る若年労働者の確保が困難になって

いるため。

学校教育法第60条

の2、大学設置・学

校法人審議会令第

5条、大学設置基準

14条、

大学設置・学校法人審議会による教

員審査は、大学を設置する際や完成

年度内の教員組織変更について各教

員候補者の適正を審査するものです。

（但し、審査対象となるのは専任教員

のみで、それ以外の教員については

審査対象外となります）

c

大学設置・学校法人審議会における

教員審査は、主に大学設置分科会に

置かれる各分野ごとの専門委員会で

行われますが、審査運営内規上「教員

の資格審査に当たっては、（中略）教

育上の能力等を有しているかどうかを

総合的に審査するものとし、研究業績

は必須のものでないことに留意す

る。」と明記されており、現行制度にお

いても適切な審査が実施されている

ものと考えます。

z0800011 文部科学省
現行の大学設置・学校法人審議会に

よる教員審査制度の廃止
5064 50640003 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
3

現行の大学設置・学校法人審議会に

よる教員審査制度の廃止

大学設置・学校法人審議会による教員審

査制度を廃止すること

消費者主義に基づく株式会社大学を設立

し、地域や学生のニーズに的確に応えた

教育サービスの提供を実現する。

大学の教員資格については、大学開設

から完成年度（通常4年）までは、大学設

置・学校法人審議会が審査することに

なっている。しかし同審議会の教員審査

は、大学における講師歴や一定数の学術

論文等形式的な基準が重視される上、審

議も全くの密室で行われている。これで

は、大学が消費者である学生等の声に迅

速・的確に対応し、教員を配置することが

できない。大学の教員は大学における教

育サービスの内容を構成するものであ

り、消費者の声を最も反映させるべきもの

である。そこで、現行の教員資格審査制

度を廃止し、教員の質的担保は継続的客

観的な第三者評価制度に委ねることを提

案する。

添付資料：

株式会社大学に対する

規制の緩和にかかる要

望書
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項
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補助
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要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

大学設置基準第13

条、別表第一、大学

通信教育設置基準

第9条、別表第一

大学設置基準第13条、別表第一及び

大学通信教育設置基準第9条、別表

第一では、それぞれ通学制、通信制

の大学に必要な専任教員数を定めて

います。

e

放送や高度な情報通信技術等を用い

た授業を中心とした大学については、

その教育方法の違いから、「大学通信

教育設置基準」を適用し、必要専任教

員数の基準についても、対面による授

業を中心とした大学とは異なる基準を

適用しているところです。　なお、「大

学設置基準」が適用される大学と「大

学通信教育設置基準」が適用される

大学は、双方とも学校教育法第５２条

に定める大学であり、我が国の学校

教育体系において異なる位置づけの

ものではありません。

z0800012 文部科学省 大学設置基準の緩和 5064 50640004 11
株式会社東京リーガルマイン

ド
4 大学設置基準の緩和

大学設置基準第13条及び別表第一の専

任教員数の要件を、大学通信教育設置基

準第9条及び別表第一の専任教員数の

要件に統一すること

消費者主義に基づく株式会社大学を設立

し、地域や学生のニーズに的確に応えた

教育サービスの提供を実現する。

大学設置基準13条および別表第一は、

大学における収容定員に応じて最低必

要な専任教員数を定めている。しかし、右

基準は、一人の教員が一つの教室で限ら

れた学生を相手に講義を行う従来型の大

学教育を想定したものであり、高度な情

報通信技術を用いた新しい大学教育に

おいては、それだけの専任教員は不要

である。そこで、大学設置基準13条及び

別表第一の必要専任教員数の要件を、大

学通信教育設置基準第9条及び別表第

一の専任教員数の要件に統一することを

提案する。

添付資料：

株式会社大学に対する

規制の緩和にかかる要

望書

大学設置基準第32

条

大学設置基準第32条第4項では、卒

業の要件として必要な124単位のう

ち、メディアを利用して行う授業を60単

位まで卒業の要件として認めることと

しています。

e

文部科学省では、教育方法の違いに

基づき、それぞれに適した基準を設け

ているところです。多様なメディアを高

度に利用した授業を中心にするので

あれば、「大学通信教育設置基準」に

基き通信制課程を設けることが可能で

あり、この場合、学生は卒業の要件の

として修得すべき１２４単位を全て通信

教育で修得することが可能です。　な

お、「大学設置基準」が適用される大

学と「大学通信教育設置基準」が適用

される大学は、双方とも学校教育法第

５２条に定める大学であり、我が国の

学校教育体系において異なる位置づ

けのものではありません。

z0800013 文部科学省 大学設置基準の緩和 5064 50640005 11
株式会社東京リーガルマイン

ド
5 大学設置基準の緩和

メディアを利用して行う授業を60単位まで

に制限する大学設置基準第32条4項を撤

廃すること。

消費者主義に基づく株式会社大学を設立

し、地域や学生のニーズに的確に応えた

教育サービスの提供を実現する。

現行の大学設置基準は、卒業に必要な

修得単位124単位のうち、メディアを利用

して行う授業は60単位までしか認められ

ないとしている。このため、夜間を中心に

自身の都合の良い時間帯に受講したい

という社会人学生や、東京の人気教員の

講義を中心に受講したいという地方学生

のニーズに必ずしも応えることができな

い。そもそも、大学通信教育設置基準に

よればこうしたメディア授業は無制限に認

められているのであり、所謂「通学制」に

のみかかる制限が課せられるのは不合理

である。そこで、メディアを利用して行う授

業を60単位までに制限する大学設置基

準第32条4項の撤廃を提案する。

添付資料：

株式会社大学に対する

規制の緩和にかかる要

望書

7/10
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平成13年文部科学

省告示第51号

多様なメディアを高度に利用して文

字、音声、静止画、動画等の多様な情

報を一体的に扱うもので、各大学が面

接授業に相当する効果があると認め

た授業のうち、①同時双方向に行わ

れるものであって授業を行う教室等以

外の場所において履修させるもの、又

は②毎回の授業に当たって設問回

答、添削指導、質疑応答等による指導

を併せ行い、授業に関する学生の意

見交換の機会が確保されているもの

について、「メディアを利用して行う授

業」と取り扱っている。

c

文部科学省では、ある授業形態を「メ

ディアを利用して行う授業」と位置づ

けるための要件として、最低限、その

授業が「多様なメディアを高度に利用

して、文字、音声、静止画、動画等の

多様な情報を一体的に扱うもの」であ

ることを求めています。これは、「メディ

アを利用して行う授業」は、通信教育

を行うに当たって「印刷教材等による

授業」と相まって十分な教育効果を挙

げるという観点から必要とされる、い

わゆる「スクーリング」の代わりに利

用されるものであるため、スクーリン

グと同様の役割を果たすことのできる

仕組みであることが求められているか

らです。しかし、今回ご提案いただい

た「カセットテープによる授業」につい

ては、音声情報のみしか扱うことがで

きないため、「多様なメディアを高度に

利用して、文字、音声、静止画、動画

等の多様な情報を一体的に扱うもの」

ということはできないと考えられます。

z0800014 文部科学省
カセットテープを用いた授業のメディア

授業への取り扱い
5064 50640006 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
6

カセットテープを用いた授業のメディア

授業への取り扱い

カセットテープを用いた授業は「印刷教材

等による授業」ではなく、「メディアを利用

して行う授業」といて扱うよう現行の文部

科学省の運用を改めること

消費者主義に基づく株式会社大学を設立

し、地域や学生のニーズに的確に応えた

教育サービスの提供を実現する。

現在文部科学省は、カセットテープを用い

た授業は「文字、音声、静止画、動画等の

多様な情報を一体的に扱うもの」にはあ

たらないので「メディアを利用して行う授

業」にはあたらず、「印刷教材等による授

業」に含まれるという運用を行っている。

このため、ＤＶＤやビデオカセットによる授

業であれば卒業に必要な124単位すべ

てをこれで修得することが可能であるの

に、カセットテープの場合、30単位は面接

授業ないしＤＶＤやビデオカセットによる

授業を受けなければならないということ

になっている。しかし、両者の差異は教員

の姿がテレビ画面に映っているかどうか

の違いしかなく、学習内容や効果の点で

全く異なるところはない。そこで、カセット

テープを用いる授業もメディア授業として

扱うよう文部科学省の運用を改めることを

提案する。

添付資料：

株式会社大学に対する

規制の緩和にかかる要

望書

c,f

８１７特区は、学校法人に課されている

ような様々な規制を受けることなく、株

式会社のまま学校を設置したいという

ニーズに対応したものです。そもそも

国公私立の学校に対する行財政措置

は、現状でも各設置者の違いにより相

当の違いがあり、１条校であれば全て

同様の財政措置を講じなければなら

ないものとはされていません。

　当省はご提案の税制については所

管しておりませんが、財政措置と同様

に、税制についても、まずはそれぞれ

の法人類型における税制体系の中で

検討されるべき問題であり、株式会社

が学校設置事業を行った場合（行おう

とする場合）については、株式会社税

制の中で株式会社が他の事業を行っ

ている場合との整合性を取りつつ検

討すべき問題であると考えます。

また、ご提案は、税財源措置の優遇を

求めるものであり、今回募集する要望

の趣旨に合致しないものと考えます。

z0800015 文部科学省
株式会社大学に対する税制上の優遇

措置の適用
5064 50640007 11

株式会社東京リーガルマイン

ド
7

株式会社大学に対する税制上の優遇

措置の適用

学校法人に対して認められている税制上

の優遇措置を株式会社大学にも適用する

こと

消費者主義に基づく株式会社大学を設立

し、地域や学生のニーズに的確に応えた

教育サービスの提供を実現する。

規制の特例措置により株式会社による大

学設置という主体要件が緩和されたが、

学校法人と学校設置会社の間の競争条

件の同一化が図られていないため、教育

内容そのものによる消費者の自由な選

択、多様な教育主体間の競争が実現され

ていない。もっとも、現行の私学助成制度

は、財政的なメリットが少ないにも関わら

ず、行政の強い関与を受け、大学の個性

や自主性を脅かすものであるから、学校

設置会社にこれを適用することには反対

する。その代わり、学校設置会社も同じ公

益的・公共的な教育事業を行うものであ

るから、学校法人と同様の税制上の優遇

措置を認めることを提案する。

添付資料：

株式会社大学に対する

規制の緩和にかかる要

望書

8/10
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文部科学省「学校

給食衛生管理の基

準」（平成9年4月1

日制定、平成15年3

月31日一部改訂）

のⅧ-1-エ、Ⅷ-4-

エ

　「学校給食衛生管理の基準」におい

て、調理の原則の中で、当日調理する

ことなどを示しているが、本基準は、行

政指導上の基準であり、本基準を遵

守しない場合において、直ちに法令

違反となるものではない。本基準は、

厚生労働省の大量調理施設衛生管理

マニュアルとの整合性を図り作成した

ものであり、学校給食における衛生管

理の徹底のためのガイドラインとして

示したものである。なお、学校給食を

どのように実施するかについては、学

校給食の実施者である学校の設置者

が、食に関する指導の生きた教材とし

ての学校給食の食事内容の充実や衛

生管理の確保等に配慮しつつ、地域

の実情等に応じて、適切に判断するこ

とである。

ｄ

学校給食衛生管理の基準は、行政指

導上の基準であり学校給食における

衛生管理の徹底のためのガイドライン

として示したものです。学校給食の実

施方法については、学校給食の実施

者である学校の設置者(本件の場合

は呉市）が食に関する指導の生きた

教材としての学校給食の食事内容の

充実や衛生管理の確保等に配慮しつ

つ、地域の実情等に応じて適切に判

断するものと考えます。食品衛生法等

の趣旨を踏まえ食品の品質・温度管

理等が徹底されるのであれば、現行

の制度内で対応可能です。ご提案の

ように地域のニーズや実情に応じた

方法を取り入れることは重要であり、

今後具体的な実施方法についてご検

討いただければと思います。

z0800016 文部科学省
官製給食市場における権限委譲・地

域統合とそのモデル事業推進
5072 50720001 11

特定非営利活動法人シンクバ

ンク研究所 ・広島国際大学PFI

研究会　　　　　　　　　　　　　 <呉

市提案・交渉継続中＞

1
官製給食市場における権限委譲・地

域統合とそのモデル事業推進

官製市場の給食市場は、各省庁独自の

制度管理で行われ、非効率であり「食の

安全」にも不安が残る。１）文部科学省の

学校給食の衛生基準権限を地方自治体

に移譲する。２）厚生労働省の私立保育

所の衛生基準権限を地方自治体に移譲

する。３）防衛施設局内の食事を地方自治

体に外部委託する。上記１）～３）の地方

自治体（本提案のモデル地域は呉市）へ

の権限委譲とその地域統合を行い、新調

理法を利用したＰＰＰ・ＰＦＩ手法による民

間開放で地域再生を行う。

これまで、前項１）２）３）の分野の官制給

食サービス市場は、行政的には縦割りの

制度管理であり、個別の市場形成のため

経済効果が少なく、非効率的であった。こ

の官制給食サービス市場の開放と統合と

自治体への権限委譲によって、食品衛生

管理の精度の向上、新市場の形成、雇用

促進、民間投資機会の創出が望める。さ

らに、IT教育や在宅高齢者配食システム

など新産業の構築で地域経済の活性化

を行う。また、モデル地域の呉市の場合、

地域集積も高く、水平展開のモデルプロ

ジェクトとして適した地域である。

　　　　　　　　　　　　第１回の地域再生提案

（3055)として提案。１）、２）については

可能性があるとの回答。一方、３）は、内

部資料では隊員給食の民間開放は実現

度が高いとあるが　＜【防衛庁からの回

答】　御指摘のとおり、当庁において作成

した「自衛隊施設へのＰＦＩ導入可能性等

調査業務」には検討項目の一つとして食

堂の記載があります。現在、同文書などを

踏まえつつ、具体的にどの分野にＰＦＩを

導入するかについて継続的に検討して

いると。　一方で、自衛隊の給食サービス

については、自衛隊は自己完結組織で

あり自ら食事を整えることが要求されて

いるため、現時点で直ちにＰＦＩを導入する

ことは困難であると考える。＞よって呉地

域において、モデル事業として民間開放

し、取り組みたい為。

■「ＰＰＰ（公共サービス

の民間開放）による地域

活性化推進モデル構築

調査」報告書(PDF)・概

要版（ＰＤＦ）　　■　中国

地域イノベーション促進

方策検討調査報告書

[PDFファイル]

http://www.chugoku.me

ti.go.jp/research/serch.

html　　　　自衛隊施設へ

のＰＦＩ導入可能性等調査

業務：

http://www.jda.go.jp/j/in

fo/pfi/gaiyou.htm

http://www.jda.go.jp/j/in

fo/pfi/03.pdf

www8.cao.go.jp/pfi/shiry

o_b_24_3.pdf

大学設置基準

第６条、第８条、第９

条、第12条～第16

条、第18条、第24

条、第30条、第34

条～第40条

専門職大学院設置

基準

第５条第２項及び第

９条

大学通信教育基準

第３条

左欄に掲げた大学設置基準等においては、次

のような趣旨の規定が置かれています。

・学部以外の基本組織に関しては、教育研究上

適当な規模内容を有し、教育研究上必要な教

員組織等を備え、教育研究を適切に遂行するた

めにふさわしい運営の仕組みを有することが求

められる。

・専任教員は、学部・専攻の種類や学生数に応

じ教育研究上必要な一定数が定められていると

ともに当該大学以外における教育研究活動そ

の他の活動の状況を考慮し、当該大学におい

て教育研究を担当するに支障がないと認められ

るものでなければならない。

・教授、助教授及び講師については、それぞれ

資格要件が定められている。

・収容定員は、教員組織、施設設備等の諸条件

を考慮して、研究科ごとに定める。また、大学

院は、教育研究にふさわしい環境の確保のた

め、在学者数を収容定員に基づき適正に管理

する。

・ひとつの授業科目について同時に授業を行う

学生数は、授業の方法及び施設等の条件を考

慮して、教育効果を十分に挙げられるような適

当な人数とする。

・教育上有益と認められるときは、他大学におけ

る科目の履修、大学以外の教育施設における

学習と合わせて60単位を超えない範囲で、大

学入学前に大学において修得した単位を認定

することができる。

・校地、校舎等施設について、教育に支障のな

いよう必要な限度で整備することが求められて

いる。

・通信教育によって十分な教育効果が得られる

専攻分野のうち、当該効果が得られる授業等に

ついて、多様なメディアを高度に利用する方法

による通信教育を行うことができる。

c

大学設置基準は、我が国の大学の国

際的通用性の維持・向上等の観点か

ら、我が国の大学として教育施設を設

置する際に必要な最低基準として定

めているものであり、これを満たさな

いものを大学として認可することは不

可能ですが、一方で、大学としての認

可を受けずとも高度な教育活動を行う

ことは可能です。また、大学設置基準

については、時代の変化に対応する

ため、随時見直しを図ってきたところ

であり、構造改革特区における特例を

設ける等の対応も行っているところで

す。

今回の御提案内容については、必ず

しも趣旨を明確に把握できない点が

あり、個々の事項ごとに具体的に回答

するのは難しいところですが、文部科

学省においては、大学院大学も含め

大学の設置に関する相談を随時受け

付けているところであり、本件につい

ても適宜御相談いただきたいと考え

ております。

z0800017 文部科学省 大学院大学に関する基準の弾力化 5079 50790001 21 株式会社バベル 1
株式会社によるインターネット専門職

大学院の設置及び運営

② 大学設置基準第２章教育上の基本組

織　第６条の撤廃を、この大学院大学に限

り認めていただきたい。

③ 大学設置基準第３章教員組織　第８

条、第９条、第１２条、第１３条の撤廃を、こ

の大学院大学に限り認めていただきた

い。

④ 大学設置基準第４章教員の資格　第１

４条、第１５条、第１６条の撤廃を、この大学

院大学に限り認めていただきたい。

⑤ 大学設置基準第５章収容定員　第１８

条の撤廃を、この大学院大学に限り認め

ていただきたい。

⑥ 大学設置基準第６章教育課程　第２４

条の撤廃を、この大学院大学に限り認め

ていただきたい。

⑦ 大学設置基準第７章卒業の要件等

第３０条の緩和を、この大学院大学に限り

認めていただきたい。

⑧ 大学設置基準第８章校地、校舎等の

設置及び設備　第３４条、第３５条、第３６

条、第３７条、第３８条、第３９条、第４０条の

撤廃を、この大学院大学に限り認めてい

ただきたい。

⑨ 専門職大学院設置基準第２章教員組

織第5条2項の撤廃を、この大学院大学に

限り認めていただきたい。

⑩ 専門職大学院設置基準第９条及び大

学通信教育基準第３条の規定にも拘ら

ず、この大学院大学の授業はインター

ネット経由の授業のみでよいことを認め

て頂きたいこと。

名称：バベル翻訳大学院大学

目的：高度専門職業人である翻訳技術者

の養成訓練のための大学院教育

教育内容：産業界が求める翻訳は、産業

のコミュニケーションシステムと深く結びつ

いており、IT技術の進展により、翻訳技術

は大きな変化を遂げた。その対象は、グ

ローバルマーケットにおけるビジネスコ

ミュニケーション上の翻訳および出版物、

マニュアル、ソフトウェア等著作物の翻

訳、文献調査、法制度、海外取引に関わ

る実務文書など多岐にわたる。それらの

翻訳に不可欠な翻訳技術（翻訳技法・表

現技法など）、PC操作技術・プロジェクトマ

ネジメント、辞書、データベースなどの構

築、活用技術、インターネットの各種検索

技術、翻訳ソフトおよび支援ソフト、編集、

DTP等の統合操作技術などを習得する。

教授陣：上記教育内容を指導するに適し

た高度に熟練した実務者

授業方法：インターネットその他の高度情

報通信ネットワークのみを利用して当該

大学の教室等以外の場所で授業を行な

う。「平成16年4月23日中央教育審議会

大学分科会答申の構造改革特別区域に

おける大学設置基準等の特例措置につ

いて」にある「参考：メディアを利用した授

業について」の中の「大学院の場合」に

準拠する。

③ これからの産業界が要望する翻訳技

術（翻訳能力、表現技術、インターネットを

はじめとする高度情報通信技術、翻訳生

産性向上技術）を統合的に研究した学問

は、これまで存在しなかった。つまりこれ

らの技術を指導する教授、助教授、講師

などは、翻訳業務に従事し、産業界が要

望する翻訳技術を実践した立場にいるも

のが教員としての資格を持つものであ

る。

④ この大学院の授業はすべてインター

ネット経由で実施するので、学生を収容

する校地その他の物理的施設は必要が

ない。

⑤ 翻訳という専門技能を習得するには

面接授業・講義型の学習ではなくイン

ターネット環境で行う実地作業を通して

行われるので、講義型面接授業は一切行

わずインターネットを通した技能の指導が

効果的であり実際的である。

資料として日経記事と社

団法人日本翻訳協会発

行の会報を添付する。
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該当法令等 制度の現状
措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 管理コード

制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項

（事項名）

具体的

要望内容

具体的事業の

実施内容
要望理由

その他

（特記事項）

補助金適正化法第

２２条

補助金適正化法施

行令第１４条

補助事業者等が補

助事業等により取

得し、又は効用の増

加した財産のうち処

分を制限する財産

及び補助事業等に

より取得し、又は効

用の増加した財産

の処分制限期間を

定める件（平成１４

年文部科学省告示

第５３号）

文部科学省所管の補助金等により取

得した財産の処分制限期間は、平成１

４年文部科学省告示第５３号「補助事

業者等が補助事業等により取得し、又

は効用の増加した財産のうち処分を

制限する財産及び補助事業等により

取得し、又は効用の増加した財産の

処分制限期間を定める件」により定め

られている。

ｃ Ⅱ

補助金適正化法に基づく処分制限期

間を財務省において統一することに

ついては、文部科学省はご回答申し

上げる立場にありません。なお、文部

科学省における処分制限期間は、昭

和４６年大蔵省通達蔵計第１６１８号に

基づき、減価償却資産の耐用年数等

に関する省令（昭和４０年大蔵省令第

１５号）に定める期間をもって処分制限

期間としているところです。

z0800018 文部科学省 補助金適正化法の運用の一元化 5094 50940005 11 和歌山県 5 補助金適正化法の運用の一元化

補助金適正化法に基づく処分制限期間

については、各府省庁が別途政令で制

定するのではなく、財務省令にて、処分

制限期間の統一（一本化）を図り、既存の

政令は各府省庁において廃止されたい。

　

・補助金適正化法第２２条に基づく財産処

分制限期間は、各府省庁の政令により別

途定めるとされており、現状では、各府省

庁の政令を定める時期によりばらつきが

見られ、さらに改正後の但し書きには、財

務省令に連動した処分制限期間ではな

く、改正後に取得した財産にのみ適用が

受けるように政令で告示されている。国

の補助金を活用し、整備したもの（例　鉄

筋コンクリート）や購入したもの（パソコ

ン・サーバ）が同じであるにもかかわら

ず、補助金の種類によって異なる処分制

限期間となっている。
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